
医療法人滋賀勤労者保健会 膳所診療所通所リハビリテーション げんき

通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション

【重要事項説明書】

＜事業の目的・運営方針＞

「医療法人滋賀勤労者保健会膳所診療所通所リハビリテーションげんき」が行う通所リハビ

リテーション事業及び介護予防通所リハビリテーション事業は、医師、理学療法士等が、要介

護状態もしくは要支援状態の利用者に対し通所リハビリテーション及び介護予防通所リハビリ

テーションを提供することを目的とします。

１．通所リハビリテーションおよび介護予防通所リハビリテーションの提供にあたっては、要

介護状態または要支援状態の利用者に可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ

自立した日常生活を営むことができるよう、理学療法その他必要なリハビリテーションを行

うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、生活機能の維持又は向上を目指します。

２．要介護の利用者については、要介護状態の軽減または悪化の防止、要支援の利用者につい

ては、要介護状態となることの予防に資するよう、その目標を設定し、計画的に行います。

３．自ら提供する通所リハビリテーションの質の評価を行い、常にその改善を図ります。

４．常に利用者の症状、心身の状況及びおかれている環境の的確な把握に努め、利用者に対し

て適切なサービスを提供する。特に認知症の症状にある利用者に対しては、その特性に対応

したサービスが提供できる体制を整えます。

５．懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者またはその家族に対し、サービス提供方法などにつ

いて理解しやすいように説明を行います。

６．利用者の所在する市町村、居宅介護（介護予防）支援事業者、居宅（介護予防）サービス

事業者、その他保険医療、福祉サービスを提供する者との連携に努めます。

1.当事業所の概要

（1）介護保険指定番号及びサービス提供地域

名称・法人種別        医療法人滋賀勤労者保健会

   法人代表者役職・氏名     理事長 今村 浩

事業所名           医療法人滋賀勤労者保健会

膳所診療所通所リハビリテーション げんき

   事業所代表者役職・氏名    管理者 東 昌子

所在地            大津市昭和町 2 番 17 号

   電話番号・ＦＡＸ番号     電話（077）511－9112、FAX（077）524-5461

   介護保険事業所番号      2510107630

   開設年月日          2014 年 9 月 1 日

   通常サービスを提供する地域  大津市内で、打出、粟津、北大路、石山、瀬田の各中学校

区及び、長等小学校区



（2）事業所の職員体制・業務内容  

   管理者   常勤１名         業務全体の管理・苦情処理

医師    常勤１名（管理者と兼務） 利用者の健康管理及び療養上の指導

理学療法士、作業療法士または言語聴覚士 １名以上

リハビリテーション計画立案、機能訓練、送迎運転

看護職員または介護職員（介護福祉士）  1 名以上   

リハビリテーション計画立案、機能訓練、看護・介護業務

送迎運転

送迎運転 3 名  

（3）サービスの提供時間

営業日   毎週月曜日～金曜日    

営業時間  午前 8 時 30 分～16 時 30 分（月、火、水、木、金曜日）

      

サービス提供時間 1 単位目：午前 9 時 40 分～午前 11 時 50 分 （2 時間以上 3 時間未満）

         2 単位目：午後 1 時 50 分～午後 4 時 00 分  (2 時間以上 3 時間未満)

※土曜日・日曜日・祝祭日及び年末年始（12 月 29 日から 1 月 3 日）は、休業日です。

（4）定員：15 名

2.サービスの内容

サービスの提供にあたっては、利用者の心身の状況や能力、希望、環境を踏まえて目標を設

定し、当該目標を達成するための具体的なサービス内容を記載した通所リハビリテーション計

画および介護予防通所リハビリテーション計画に基づき、理学療法、作業療法その他必要なリ

ハビリテーションを行い、利用者の心身機能の維持および回復を計り、利用者が可能な限り

その居宅において自立した日常生活を営むことができるよう努めます。

3.利用料金

（1）サービス利用料（2024 年 6 月改正 介護保険適用法定料金）

要介護 1 から 5 の場合１回利用ごとに利用料が発生します。（2 時間以上～3 時間未満で算定）

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

基本単位 ３８３単位 ４３９単位 ４９８単位 ５５５単位 ６１２単位

利用料金

  （１割負担額）
４０４円 ４６４円 ５２６円 ５８６円 ６４６円

サービス提供体制

強化加算（Ⅰ）
２２単位（２４円）

リハビリテーショ

ンマネジメント加

算（イ）

５６０単位（５９１円）月額 開始から６か月

   ２４０単位  （２５４円） 月額 ６月越

リハビリテーショ

ンマネジメント加

算（ロ）

５９３単位（６２６円）月額 開始から６月以内

２７３単位  （２８８円） 月額 ６月超



医師が利用者また

はその家族に説明

した場合

２７０単位（２８５円）月額

科学的介護推進体

制加算
４０単位（４３円）月額

退院時共同指導加

算
６００単位(６３３円) 退院時１回

介護職員処遇改善

加算Ⅰ
総単位数の８.６％加算

※基本単位に 10.55 円を乗じた額の 1 割、2 割または 3 割（介護保険負担割合証に記載された割合

の額）の金額です。

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）は以下の要件を満たす時に算定します。

1) 介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が 70%以上であること。

2) 勤続年数 10 年以上の介護福祉士の占める割合が 25%以上であること。

リハビリテーションマネジメント加算（イ）は以下の要件を満たす時に算定します。

1）事業所の医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、その他の職種が共同し、継続的にリハビ

リテーションの質を管理していること。

2）事業所の医師が、理学療法士、作業療法士、または言語聴覚士に対し利用者のリハビリテーショ

ンの目的に加え、「リハビリテーションの開始前や実施中の留意事項」、「やむを得ずリハビリテ

ーションを中止する際の基準」、「リハビリテーションにおける利用者に対する負荷」等のうち、

いずれか 1 つ以上の指示を行うこと。

3）医師または指示をうけた理学療法士、作業療法士、もしくは言語聴覚士が指示の内容が上記の基

準に適合することが明確にわかるように記録すること。

4）リハビリテーション会議を開催し、リハビリテーションに関する専門的な見地から利用者の状況

等に関する情報を構成員と共有し､会議の内容を記録すること。

5）リハビリテーション計画について、計画の作成に関与した理学療法士、作業療法士、または言語

聴覚士が、利用者またはその家族に説明し同意を得るとともに､説明した内容等を医師へ報告す

ること。

6）リハビリテーション計画の作成にあたって、当該計画書の同意を得た日の属する月から起算して、

6 ヶ月以内の場合は 1 ヶ月に 1 回以上、6 ヶ月を超える場合は 3 ヶ月に 1 回上、リハビリテーシ

ョン会議を開催し、利用者の状態の変化に応じてリハビリテーション計画を見直していること。

7）事業所の理学療法士、作業療法士、または言語聴覚士が介護支援専門員に対しリハビリテーショ

ンの専門的な見地から、利用者の有する能力、自立のための必要な支援方法、日常生活上の留意

点に関する情報提供を行うこと。

8）以下のいずれかを満たすこと

  ・事業所の理学療法士、作業療法士、または言語聴覚士が居宅サービス計画書に位置づけた居宅

サービス事業所の従業員と利用者の居宅を訪問し、従業員に対し、リハビリテーションに関す

る専門的な見地から介護の工夫に関する指導と日常生活上の留意点に関する助言を行うこと。

  ・事業所の理学療法士、作業療法士、または言語聴覚士が利用者の居宅を訪問し、利用者の家族

に対し、リハビリテーションに関する専門的な見地から介護の工夫に対する指導と日常生活上

の留意点に関する助言を行うこと。

9）上記の要件を満たしていることを確認し、記録に残すこと。



リハビリテーションマネジメント加算（ロ）は以下の要件を満たす時に算定します。

1）リハビリテーションマネジメント加算（イ）の算定要件をみたしていること

2）利用者ごとのリハビリテーション計画書の内容等の情報を厚生労働省に提出し

フィードバック情報を活用していること。

科学的介護推進体制加算は以下の要件を満たす時に算定します。

１)利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況、心身の状況等に係る基本的情

報を、厚生労働省に提出すること。  

２)必要に応じてサービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、上記の情報その他サー

ビスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用すること。

介護職員処遇改善加算は、以下の要件を満たす時に算定します。

1)介護職員の賃金の改善に要する費用の見込額が、介護職員処遇改善加算の算定見込額を上回る    

賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。

2）賃金改善に関する計画並びに当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の介護職員の処遇改善

の計画等を記載した介護職員処遇改善計画書を作成し、全ての職員に周知していること。

3)介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。

4)事業年度ごとに介護職員の処遇改善に関する実績を報告すること。

5)算定日が属する月の前12月間に、労働基準法、労働者災害補償保険法、最低賃金法、労働安全衛

生法、雇用保険法、その他の労働に関する法令に違反し罰金以上の刑に処せられていないこと。

6）労働保険料の納付が適正に行われていること。

7）介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会

を確保するとともに、全ての介護職員に周知していること。

送迎がない場合は片道 47 単位（50 円）利用料より減額します。

要支援 1 から 2 の場合、1 ヶ月ごとに利用料が発生します。

なお、月の途中から要介護認定が変わった場合には、日割りで計算をさせて頂きます。

要支援１ 要支援２

1 ヶ月あたりの利用単位 ２２６８単位 ４２２８単位

利用料金

（1 割負担額）
２３９３円 ４４６１円

サービス提供体制強化加算

（Ⅰ）
８８単位（９３円） １７６単位（１８６円）

科学的介護推進体制加算 ４０単位（４３円）

介護職員処遇改善加算Ⅰ 総単位数の８．６％加算

退院時共同指導加算 ６００単位（６３３円）

※基本単位に 10.55 円を乗じた額の 1 割、2 割または 3 割（介護保険負担割合証に記載された

割合の額）の金額です

※上記の利用料は「法定代理受領」の場合を記載しています。居宅サービス計画及び介護予

防居宅サービス計画を作成しない場合等「償還払い」となる場合は、一旦利用者様が利用料

（10 割）を支払い、その後市町村に対して保険給付分（9 割）を請求する事になります。



・介護予防通所リハビリテーションにおいて、サービス利用開始日の属する月から 12 月超えて

介護予防通所リハビリテーションを行った場合は要支援 1 120 単位（127 円）、要支援 2

240 単位（254 円）減算します。

（2）保険対象外利用料

介護保険外のサービスとなる場合（サービス利用料の一部が制度上の支給限度額を超える

場合を含む）には、全額自己負担となります。

（3）送迎費

通常のサービス提供地域以外の地域についてのみ、所定の送迎費（通常の事業の実施地域

を越えた地点から、1 キロ当たり 15 円）が必要となります。

（4）キャンセル

①利用者様がサービス利用を中止する際は、速やかに所定の連絡先までご連絡ください。

②利用者様の都合で予定日のサービス利用を中止する場合には、サービス利用の前日までに

ご連絡ください。ただし、利用者様の容態の急変など、緊急やむを得ない事情がある場合

はなるべく営業時間までにご連絡ください。

◆連絡先 077－511－9112（通所リハビリテーションげんき 直通）

077－524－8114（膳所診療所代表電話）

※深夜や早朝の場合は留守番電話に入れてください。

（5）お支払い方法

次のいずれかの方法によりお支払いいただきますようお願いします。

①郵便通帳の口座引き落とし（翌月 20 日に指定口座から引き落とします。）

②銀行口座からの引き落とし（翌月 23 日に指定口座から引き落とします。）

③現金支払い  翌月 15 日過ぎのサービス提供時に、請求書をお渡し致します。

4.利用中の注意事項

  ・3 ヵ月以上の欠席の場合、契約を終了させて頂くことがあります。

5.緊急時の対応方針

・伝染性の病気などの際はサービスの提供をお断りすることがあります。

・当日の健康チェックの結果、体調が悪い場合、サービス内容の変更または中止することが

あります。その場合、ご家族に連絡の上、適切に対応します。

・ご利用中に体調が悪くなった場合、必要に応じて速やかに主治の医師に連絡を取るなどの

処置を講じます。

・悪天候などで送迎やサービスの提供に支障が生じると判断される場合には、サービスの中

止もしくは、最低限のサービス提供に制限させていただく事があります。

（例）暴風警報発令時や、大雪のため送迎できない時など。

6.ハラスメントの禁止

サービス利用にあたり、他の利用者様や職員に対する暴力行為やセクシャルハラスメントが認

めた場合、介護サービスの提供を中止することがあります。



7.個人情報保護法に基づく個人情報の取り扱いについて

膳所診療所通所リハビリテーションでは、個人情報について、利用目的を以下の通り定め、そ

の取扱いについて厳重に管理するとともに、下記の目的以外の利用は行いません。

（1）個人情報の定義

  生存する個人の氏名、生年月日、住所、電話番号等を含む情報で、個人を特定できるもの

（2）個人情報取得にあたっての利用目的

当事業所内での利用   サービス提供上の情報提供、介護保険事務、事故等の報告、会計経

理、利用者への介護サービス向上。

   他の事業所への情報提供 当該利用者にサービスを提供する他の医療、介護保険事業所等との

連携、照会への返答、家族等への心身の状況説明。

その他   審査支払い機関へのレセプト提出、審査支払い機関及保険者からの照会への回

答、損害賠償保険などに係る保険会社等への届け出、介護サービスや業務の維

持・改善のための基礎資料、膳所診療所健康友の会との地域互助連携、医療・

介護保険施設等で行なわれる学生等の実習への協力

8.相談・要望・苦情などの窓口

サービス提供に関する相談、要望、苦情などは、下記窓口までお申し出下さい。

当事業所は、要望または苦情の申し立てがあった場合には、迅速かつ誠実に対応します。

当事業所は、利用者およびご家族が苦情等の申し立てを行ったことを理由として、何らかの不

利益な取り扱いをすることはありません。

◆当事業所の相談・苦情窓口

責任者：東 昌子   電話：（077）524-8114 FAX：（077）524-5461

           受付時間：営業時間内

  ◆その他のご相談・苦情の受付機関

大津市健康福祉部介護保険課      電話：（077）528-2753

  滋賀県国民健康保険団体連合会      電話：（077）522-2651

  滋賀県社会福祉協議会 運営適正化委員会 電話：（077）567-4107

          （あんしん・なっとく委員会）

9.身体拘束について

（1）人権擁護の観点から身体拘束は、行いません。身体拘束の要因となっている転倒・転落事

故を防ぐための環境づくりと柔軟な応援態勢を確保します。

（2）万一、ご家族や主たる介護者の強い希望及び、医療的もしくは危険回避上の必要性からや

むを得ず身体拘束を行う時は、その理由及び経過について記録を行い必要最低限の実施

を行うとともに、拘束を行わずにすむ方法についてモニタリングを行います。

（3）従業員に対し、身体拘束廃止の重要性を周知するとともに、職員に対し必要な体制を

    行うとともに職員に対し研修の機会を講じます。

10.事故発生時の対応について

事故防止には万全の注意を払いますが、それでもおきてしまった場合には、迅速に対応する

とともに、真摯にその原因について分析し、再発防止に努めます。また、当方の責任におい

て賠償すべきことが起こった時は、すみやかに賠償させていただきます。

契約損保会社 ： 三井住友海上火災保険



11.非常災害対策

非常災害対策については消防法施行規則第３条に規定する消防計画及び風水害、地震等の災害に

対処する計画及び、消防法８条に規定する防火管理者を設置して次のとおり万全を期します。

（1）管理者は、防火管理者及び火元責任者を選任し、その任務に当たらせる。

（2）自主検査については火災危険排除を主眼とした簡易な検査を始業時・就業時に行う。

（3）非常災害用の設備点検は契約保守業者に依頼し、点検においては防火管理者が立ち会う。

（4）非常災害用設備は常に有効に保持するよう努め、法令に定められた基準に適合する様努める。

（5） 火災、地震及びその他の災害が発生した場合は、被害を最小限にとどめるため、自衛消防隊

の編成により、任務の遂行に当たるものとする。

（6）防火管理者は職員に対して防火教育・消防訓練を実施する。

①防火教育及び基本訓練（消火・通報・避難） ・・・・ 年 2 回以上

②利用者を含めた総合避難訓練  ・・・・・・・・・・ 年 1 回以上

③非常災害用設備の使用方法の徹底  ・・・・・・・・ 随時

（7） その他必要な災害防止対策についても必要に応じて対処する体制をとる。

（8）事業者は、非常災害等の発生の際に、その事業を継続することが出来るよう、他の施設等と連

携し、協力することが出来る体制を構築するように努める。

12.人権擁護、虐待防止

事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置し、必要な体制の整備を行

います。

事業者は、事業所の従業者に対し、研修の機会を講じます。

13.暴力団の排除

事業所を運営する法人の役員および、管理者、職員は、暴力団員（暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条第 6 号に規定する暴力団員をいう。次項にお

いて同じ。）ではありません。

事業者は、その運営において、暴力団員の支配を受けません。

14.業務継続計画の策定

（1）事業所は、感染症や非常災害の発生において、利用者に対する通所リハビリテーションサービ

スの提供を継続的に実施するため、及び非常時の体制での早期の業務再開を図るための計画（以

下「業務継続計画」という。）を策定し当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。

（2）事業所は、従業員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を

    定期的に樹脂します。

（3）事業所は、定期的に業務継続計画の見直しをおこない、必要に応じて業務継続計画の変更を

    行います。

（4）事業所は、感染症や非常災害等の発生の際に、その事業を継続することができるよう、他の

    社会福祉施設と連携し、協力することが出来る体制を構築するように努めます。



同 意 書

「医療法人滋賀勤労者保健会膳所診療所通所リハビリテーションげんき 通所リハビリテーシ

ョン・介護予防通所リハビリテーション 重要事項説明書」に基づいて、重要事項を説明しまし

た。    

（事業者） 住所   滋賀県大津市昭和町 2-17

      事業所名 医療法人滋賀勤労者保健会

膳所診療所通所リハビリテーション げんき       

説明者               印

「医療法人滋賀勤労者保健会膳所診療所通所リハビリテーションげんき 通所リハビリテーシ

ョン・介護予防通所リハビリテーション 重要事項説明書」により、重要事項の説明を受け、そ

の内容に同意いたします。

２０   年   月   日

（本人） 住所

氏名                印

（代理人） 住所

氏名                印


